２００９年５月２９日

原爆症認定訴訟、東京高裁判決についての３団体アピール

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本労働組合総連合会

                                                  原水爆禁止日本国民会議

                                              　　核兵器禁止平和建設国民会議

１．５月２８日、東京高等裁判所は、原爆症認定訴訟東京第１次訴訟に関し、未認定原告１０名及び認定原告１名の未認定疾病について、１名を除いて却下処分を取り消す勝訴判決をくだしました。集団訴訟では2006年5月の大阪地裁判決以降、地裁、高裁合わせて国側の１８連続敗訴となりました。

２．今回の判決の中で、被爆者援護法の前文を踏まえて、「単なる社会保障的観点にもとづくものではなく、戦争遂行主体であった国の国家補償的処置として行われるものである。」と判示しました。起因生の判断基準についても、対立する科学的知見がある場合には、学問的な厳密さより、当事者の総合的な状況をもとに判断することを求め、さらに、肝機能障害及び甲状腺機能低下症の放射性起因生を明らかにしました。

３．これまで政府は、近畿第二次訴訟の大阪高裁判決（同日、国は上告断念を発表）と今回の東京高裁判決の司法判断を踏まえ、政府としての「最終的な判断をする」と明言してきました。

４．国は、今回の判決を真摯に受け止め、今次裁判の上告を断念するとともに、他の控訴審での控訴も取り下げ、認定方針の抜本的見直しを直ちに行うべきです。その上で、原爆症認定訴訟の全面解決を早急にはかることを強く求めます。

　連合・原水禁・核禁会議は、原告、関係者のご努力に敬意を表し、被爆者援護施策の強化とともに、世界の核兵器廃絶をめざし、力を合わせて取り組むことを決意しアピールとします。

以　上
